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（事業の概要）

第１条 宇城市 Web 口座振替受付システム導入業務及び運用業務委託におけるプロ

ポーザル方式及び委託名については次のとおりとする。

(1) プロポーザル方式

公募型プロポーザル方式

(2) 委託名

宇城市 Web 口座振替受付システム導入業務及び運用業務委託

（業務概要）

第２条 業務概要については次のとおりとする。

(1) 目的

税や料金の口座振替手続きに際し、金融機関窓口での申し込みが必要となって

おり、申込者に市役所や複数の金融機関を訪れる負担が生じている。また、手続

き完了までに約２か月を要し、不備があればさらに遅延することから、支払いの

重複などの問題も懸念される。

これらの課題を解決するため、オンライン申込システムを導入し、負担の軽減

と利便性の向上、事務の効率化を図る。

(2) 履行期限

ア 導入業務

契約締結日の翌日から令和８年１月３０日（金）まで

※導入するシステムの稼働開始予定日は令和８年１月下旬とする。

イ 運用業務

導入業務完了日の翌日から令和１１年３月３１日（土）まで

※導入業務と運用業務は別契約とする。

(3) 提案上限額

提案上限額については次のとおりとし、提案内容に関わらずそれぞれの上限額

を超える提案は無効とする。

ア 導入業務委託料

２，３６５，０００円（消費税及び地方消費税含む。）

イ 運用業務委託料

４６２，０００円（消費税及び地方消費税含む。）

※上記イの金額は、基本料金及び従量料金（５００件／月）の３か月分を想定

したものであり、導入業務とは別契約とする。

ウ 令和８年度当初から令和１０年度末までの運用経費

１０，１３１，０００円（消費税及び地方消費税含む。）

※上記イの運用業務委託料及び金融機関との契約やネットワーク関連等別途

契約が必要な費用項目の３年分（想定処理件数１９，９００件）の合計金額

(4) 履行場所

熊本県宇城市松橋町大野８５番地

(5) 業務内容



別紙「宇城市 Web 口座振替受付システム導入業務及び運用業務委託仕様書」の

とおり。

(6) 担当部署

市民部 債権管理課 徴収対策係

（参加資格要件）

第３条 本プロポーザルに参加しようとする者（以下「提案者」という。）の参加資格

要件を次のとおりとする。

(1) 宇城市プロポーザル方式実施取扱要綱（平成２２年宇城市訓令第６号。以下「要

綱」という。）第６条第１項第１号から第３号の提案資格を有していること。

なお、要綱第６条第１項第２号の業務種別については情報処理業務とする。

(2) 法人格を有し、仕様書の内容を適切かつ確実に遂行できる十分な事業規模及び

安定的な経営基盤を有する単体企業であること。

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生の手続きまたは民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生の手続きの申立てがなされてい

ないこと。

(4) 国税及び地方税の滞納がないこと。

(5) 他の提案者と資本関係及び人的関係がないこと。

(6) 宇城市暴力団排除条例（平成２３年宇城市条例第３６号）第２条第１号に規定

する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員等及び第４号に規定する暴力団

密接関係者ではないこと。

(7) プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１認証を取得していること。

(8) 本市の人口規模と同等若しくは同等以上（人口５万人以上）の自治体において、

提案予定のシステム又は同種システムの導入実績があること。

（審査方法及び評価基準）

第４条 審査の方法及び評価基準に関する事項は次のとおりとする。

(1) 本プロポーザルの審査は、宇城市 Web 口座振替受付システム導入業務及び運用

業務委託に係る公募型プロポーザル評価委員会（以下、「委員会」という。）にお

いて実施する。

(2) 評価委員は、提案者の提案内容（提案書、提出書類の内容及びプレゼンテーシ

ョン、質疑応答）について審査を行うこととし、別紙評価基準に基づき評価項目

及び評価の視点・指標により審査することとし、提案者ごとに絶対評価とする。

なお、価格点等の客観的な評価項目の評価については、提出書類をもとに事務

局で行う。

(3) 評価点は満点を１００点とし、最大及び最低点を除いた各委員の評価項目の合

計を評価委員数で除し、小数点第２位以下を四捨五入した点数を提案者ごとに算

出する。

(4) 本プロポーザルの審査における最低基準点は６０点とし、前号により算出した

評価点がこれを下回る者は受託候補者とはなれない。

(5) 複数の提案者の得点が同点（最高点）の場合、評価基準の「提案」、「業務実施



体制」の順で各項目の評価点の小計が高い者から順位付けを行う。それでも決定

しない場合は、評価委員長が決定するものとする。

(6) 本プロポーザルにおいては、提案者が１者のみの場合も審査を行う。

(7) 審査は提案者の名称を伏せて行う。提案者を特定できるような提案書の作成及

びプレゼンテーション時の発言に留意すること。

(8) 合計点数が最高得点を得た者を契約の候補者（以下「受託候補者」という。）と

し、受託候補者との契約締結交渉の結果、合意に至らなかった場合は次点者と交

渉を行うものとする。

（提案内容）

第５条 提案書等には、仕様書及び評価基準の記載内容を十分に理解したうえで、下

表の項目を最低限記載することとし、追加提案することがあれば、追加記載するこ

と。

項目 記載内容

業務実績 同種業務に関する契約完了実績を記述

することこと。

業務実施体制 業務実施のための組織体制と業務従事

者の経験（提案システムや関連基幹系業務

システムの従事年数等）を記述すること。

スケジュール システムの本稼働・本格運用までのスケ

ジュールを記述すること。

システム機能や操作 サービスの全体像、システムのコンセプ

ト、システムの特長を記述すること。

想定される作業とその分担 本市職員が行う作業内容、作業期間、作

業量がわかるように記述すること。

独自提案 住民サービスの向上及び職員の業務効

率化に資する提案、基幹系システムの標準

化を見据えた提案、導入時支援内容等につ

いて記述すること。

運用保守・セキュリティ セキュリティ対策、クラウドサービス事

業者、保守内容、責任分界点、インシデン

ト発生時の対応とその体制について記述

すること。

見積金額 提案見積書を作成すること。見積金額は

消費税込み（税抜も記載）で、明細が分か

る内訳書を作成すること。なお、提案者の

他に金融機関やネットワーク関連等で別

途契約が必要となる見積金額は、契約毎に

作成すること。（Ａ４サイズ、任意様式）



２ 提案に係る基本事項については次のとおりとする。

(1) 事前の説明会はおこなわない。

(2) 本提案に係る費用は提案者の負担とする。辞退する場合は、辞退届（様式任意）

を提出する。

(3) 質問は指定日までに郵送又は電子メールで受け付け、回答を本市ホームページ

にて公開する。

(4) 提出書類は返還しない。また、当該審査以外の目的で提案者に無断で使用しな

い。

(5) 提案内容については各提案者１案までとする。

（手続等）

第６条 本プロポーザルに関する手続等に関しては次のとおりとする。

(1) 全体スケジュールについては次のとおり予定している。

※予定のため、変更する場合があります。

(2) 参加手続等

項目 期日

（１）プロポーザル参加者の公募及び参加

申込受付並びに関係書類の交付

令和７年６月２０日（金）から令和７

年７月１８日（金）午後４時まで

（２）質問書提出
令和７年７月１０日（木）

午後４時まで

（３）参加申出書提出
令和７年７月１１日（金）

午後４時まで

（４）参加資格確認結果通知書送付
令和７年７月１６日（水）

（５）提案書提出
令和７年７月２５日（金）

午後４時まで

（６）プレゼンテーション
令和７年７月３１日（木）

（７）評価委員会による審査
令和７年７月３１日（木）

（８）受託候補者の決定
令和７年８月８日（金）

（９）結果通知書送付
令和７年８月８日（金）

（１０）契約に関する協議
令和７年８月中旬

（１１）業務委託契約の締結
令和７年８月中旬



提案者は、参加申出書等を提出し、参加資格の有無について確認を受けなけれ

ばならない。提出方法等は、次によるものとする

ア 提出書類及び提出方法

持参又は郵送により各１部提出すること。郵送する場合は、一般書留又は簡

易書留のような送達記録が残る方法によることとし、送達記録が確認できない

方法により郵送されたものは受け付けない。

(ｱ) 参加申出書（様式第１号）

(ｲ) 法人概要書（様式１－１号）※パンフレット等も可

(ｳ) 国税及び地方税の滞納がないことの証明書（納税証明書の写し）

※提出期限から遡って３ヵ月以内に発行されたものに限る。

イ 提出期限

令和７年７月１１日（金）午後４時まで必着

ウ 提出先

(ｱ) 郵送及び持参の場合

〒８６９－０５９２ 宇城市松橋町大野８５番地

宇城市 市民部 債権管理課 徴収対策係

エ 参加資格の確認及び通知

参加資格の確認については、要綱第１１条に基づき参加申出書等の提出期限

日をもっておこなうものとし、結果（参加資格がないと認めた場合はその理由

も含む。）については、書面により通知する。

(3) 本実施要項及び仕様書等に対する質問

本実施要項及び仕様書等に質問がある場合は、次のとおり質問書を提出するこ

と。

ア 提出方法

質問書（任意）により電子メールにて提出すること。この場合、必ず電話で

着信を確認すること。

イ 提出期間

令和７年６月２０日（金）から令和７年７月１０日（木）まで（休日を除く）

の午前９時から午後４時まで

ウ 提出先

担当部署のメールアドレス saikenkanrika@city.uki.lg.jp

(4) 前号の質問に対する回答は、次のとおり宇城市ホームページにて掲載する。

ア 掲載期間

令和７年７月１４日（月）までに開始し、令和７年７月２５日（金）までとす

る。

２ 提案書提出及びその他の必要書類（以下「提案書等」という。）の提出

前項第２号エの通知により参加資格があると確認された者は、次に定める方法に

従い、提案書等を提出するものとする。

(1) 提出書類及び提出方法



持参又は郵送により提出すること。郵送する場合は、一般書留又は簡易書留の

ような送達記録が残る方法によることとし、送達記録が確認できない方法により

郵送されたものは受付しないこととする。

ア 提案書（様式第４号）

イ システム導入実績表（様式第４－１号）

ウ 提案見積書（様式第４－２号）

エ 提案内容（任意様式）

前条に記載のある提案内容を最低限記載すること。

(2) 提出部数

各正本１部及びエについては電子データ（企業名等がわからないもの）での提

出とする。

(3) 提出書類作成上の注意事項

ア 提出書類は原則として、Ａ４サイズとする。

イ Ａ４サイズより大きな書類がある場合はＡ４サイズに折り込むこと。

ウ 提案内容については２０ページ以内とし、専門知識を有しない者でも理解で

きるよう、分かりやすい表現とすること。また、各ページには番号を付すこと。

(4) 提出期限

令和７年７月２５日（金）午後４時まで

(5) 提出先

ア 郵送及び持参の場合

〒８６９－０５９２ 宇城市松橋町大野８５番地

宇城市 市民部 債権管理課 徴収対策係

イ 電子データ

saikenkanrika@city.uki.lg.jp

３ プレゼンテーション

評価委員に対する提案説明及び同評価委員から質疑応答のためのプレゼンテー

ションを行う。

なお、プレゼンテーションは、提案書の受付順に実施する。

(1) 実施日時

令和７年７月３１日（木）※都合により変更する場合あり。

(2) 会場

宇城市役所

(3) 提案方法

次の時間配分により参加者ごとに提案資料の内容について説明を行う。

ア 説明４０分以内、質疑応答１０分程度

(4) その他

ア 提案説明に必要なスクリーンは本市で用意するものとし、その他必要な機材

については、提案者が用意するものとする。

イ 提案書は、提出後の差し替え、追加及び再提出は認めない。



ウ 提案書等の返却は行わない。

エ プレゼンテーションは、非公開とする。

４ 審査結果の通知

審査終了後、提案者に選定の結果を令和７年８月８日（金）までに通知するとと

もに、本市ホームページにおいて令和７年８月上旬（予定）に公表する。

なお、審査結果に係る内容についての異議申し立ては出来ない。

（失格事項）

第７条 本プロポーザルの提案者又は提出された提案書が次のいずれかに該当する

場合は、その提案を失格とする。

(1) 提案書の作成にあたり、第三者の著作権を侵害する提案をしたとき。

(2) 第３条の参加資格要件を満たさないこととなったとき。

(3) 虚偽の申請を行い、提案資格を得たもの。

(4) 提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。

(5) プレゼンテーションを無断で欠席したもの。

（契約事項）

第８条 受託候補者として特定された者（以下「特定者」という。）は、速やかに本市

と当該業務仕様の内容について協議し、その内容を決定する。

２ 前項の協議が決定した後、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定

による随意契約の方法により本市と特定者との間で契約を締結する。

３ 特定者は契約締結までに宇城市契約事務取扱規則第２２条に基づき契約保証金

を納付しなければならない。

（その他）

第９条 その他については次のとおり取り扱う。

(1) 提出された書類は、本件審査以外の目的で提案者に無断で使用しない。

(2) 提案書等の著作権は提案者に帰属する。ただし、本市がプロポーザルに関する

報告、公表等のために必要な場合は、事業者の承諾を得ずに提出書類の内容を無

償で使用できるものとする。

(3) 提出された書類は、宇城市情報公開条例（平成１５年宇城市条例第１号）に基

づく情報公開請求の対象となる場合がある。

(4) 財政事情の変化や今後の社会情勢、その他不可抗力により、本市は業務及びス

ケジュールを変更又は中止する場合がある。本契約締結までに変更又は中止の事

態に至った場合、本市は提案者に対して一切の責任を負わないものとする。

(5) 本プロポーザルの選定結果について、次の事項を市ホームぺージ等で公表する

ものとする。

ア 業務名

イ 受託候補者の所在、名称及び代表者氏名

ウ 受託候補者の総得点

エ 提案者総数

オ その他必要な事項




